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平成２７年度 学校関係者評価報告書 

 

 

平成２０年度に学校教育法施行規則が改正となり、専門学校による学校自己評価の実施

が義務化されたことを受けて、学校法人日本コンピュータ学園東北電子専門学校では、平

成２１年度より教育活動実施状況を総合的かつ客観的に点検・評価し、問題点を明らかに

した上で、次期の教育活動や学校運営の改善に活かし、開かれた学校づくりを進めること

を目的とした「学校自己評価」を実施しています。 

さらに、平成２４年度からは、学校の卒業生、関係業界、学識経験者から成る「学校関

係者評価委員会」を設置し、学校関係者による評価も実施しております。 

平成２７年度の教育活動、学校運営につきましても、学校自己評価ならびに学校関係者

評価を実施致しました。学校関係者評価委員会においては、多くの貴重なご意見やご指導

を頂き感謝申し上げます。 

今後とも学校関係者評価を計画的、継続的に実施し、教育の質の向上、学校運営の改善

強化に向けて取り組んでいく所存です。 

 

 

１． 学校関係者評価委員会 

 

学校関係者評価委員 

菊田 正信 氏 東北管理株式会社 代表取締役（委員長） 

角田  透 氏 株式会社ＪＣ－２１教育センター事業本部 部長（副委員長） 

小野  仁 氏 宮城県産業技術総合センター 機械電子情報技術部 主任研究員 

 金子  篤 氏 株式会社ピコラ 代表取締役 

 栗原 憲昭 氏 株式会社盛総合設計 代表取締役 

 佐藤 浩之 氏 株式会社アルゴグラフィツクス ＰＬＭ事業本部東北営業部 部長 

 佐藤富士夫 氏 宮城県電気工事工業組合 専務理事 

柴森 則夫 氏 株式会社ミヤギテレビサービス 常務取締役 

庄司 直人 氏 株式会社リード・サイン 代表取締役社長 

関口 靖志 氏 株式会社ヤマハミュージックリテイリング 仙台店 主任 

手島 幸治 氏 リコージャパン株式会社 宮城支社ＭＡ営業部 部長 

徳田 辰吾 氏 株式会社舞台ファーム 品質管理部 部長 

西村 宜起 氏 東北芸術工科大学 デザイン工学部映像学科 教授 

 早川 智子 氏 株式会社メンバーズ ニアショア推進室 室長 

四ツ柳隆夫 氏 東北大学 未来科学技術共同研究センター シニアリサーチフェロー 
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事務局 

 佐藤 公一   校長 

 大苗  敦   法人事務局 部長 

 橋本 康男   総務部 部長 

 吉田 博志   就職センター 部長 

 小野寺忠則   第一教務部 部長 

種田 裕一   第二教務部 部長 

 今江 寿史   国際教育センター 室長 

 斎藤 俊彦   広報事業部進学相談室 室長 

 岩渕富美子   法人事務局（書記） 

 

２． 評価対象期間 

 

 自：平成２７年４月１日 

 至：平成２８年３月３１日 

 

３． 実施方法、公表  

  

学校関係者評価の実施にあたっては、学校関係者評価委員の皆様に「学校自己評価」の

結果について事務局より説明し、評価結果に対するご意見をいただきました。いただいた

ご意見は、本報告書として取りまとめ、今後の教育活動や学校運営の改善に活かし、教育

水準の向上に努めることとし、ホームページ等に公表致します。 
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４． 評価基準毎の学校関係者評価  

  

 評価項目毎に委員からの評価、意見、提案を報告します。 

評価は、４～１の点数で記載します。  

 評価 ４：適切、３：ほぼ適切、２：やや不適切、１：不適切 

 

 

■基準１  教育理念・目的                       評価 ４ 

 

 教育理念・育成人材像等については明確に定められ、ホームページ等で広く周知に努め

ていることがうかがえます。 

 業界のニーズに合った職業教育の実践を目指す中、社会の変化に対応した中長期計画の

見直しが必要と思われる。 

 教育理念や育成人材像については、学生にはオリエンテーション等で、保護者にはホー

ムページへの掲載により周知している。 

 これからの学校の在り方を考えたときに、学士水準の教育やカリキュラム体系について

検討を進めることが必要かと思われます。 

 

 

■基準２  学校運営                          評価 ３ 

 

 学校運営の組織は整備されている。引き続き、組織をより有効に機能させるよう努めて

いただきたい。 

 人事、給与関係は全て就業規則等で整備されている。コンプライアンスの運用面では個

別に適切に対応しているが、組織的な取り組みを検討していただきたい。 

 学科ごとの教育概要や活動・成果については、入学案内書やカリキュラム冊子のほか、

ホームページに職業実践専門課程の様式を作成し、ホームページ上で公開している。 

 学内各業務の効率化のための情報システムは学園独自のものを導入、運用している。シ

ステムの見直しも含めて改良が必要かと思われます。 

 

 

■基準３  教育活動                          評価 ４ 

 

 教育理念に沿って教育課程を設置し、学科ごとに体系的に編成している。業界の要求水

準は年々変化するため、限られた年限での到達レベルについて継続的な検討をしていた

だきたい。 



 

 

4 

 

 学科ごとに企業や業界団体等が参画した教育課程編成委員会を設置している。企業や業

界の意見を参考にしたカリキュラムや教育方法の検討、改善を継続していただきたい。 

 全学科において、企業連携実習の授業機会を設けているが、学科によりその内容、程度

にばらつきがある。今後はさらに充実した企業連携教育を行っていただきたい。 

 授業評価は、学生からの授業アンケート、教員の自己評価、授業見学等により体制とし

て整備されているので、今後も継続を望みます。 

 資格取得については、資格対策室と担任が連携した指導体制を取っており、今後は資格

の種類により成果にばらつきがあるといった課題について対応していただきたい。 

 教員の研修については、専門分野の最新技術や知識、指導力向上のための研修を実施し

ており、継続した取り組みをお願いしたい。 

 職員の研修については、研修計画の策定等、引き続き検討を進めていただきたい。 

 

 

■基準４  学修成果                          評価 ３ 

  

 就職については、担任と就職センターが連携し、全校で就職率９８．７％（平成 28年

3月 31日現在）と高い結果が出ており、今後も継続に期待します。 

 資格については、資格対策室と連携し、資格取得率の向上に努めている。資格の種類に

より取得率にばらつきがあるため、その改善に期待したい。 

 退学率の低減については、カウンセラーを配置するなど積極的に取り組んでいるが、学

生が多様化するなか、さらなる支援策を検討していただきたい。 

 卒業生の転職などの相談は、担任や就職センターが対応しており、個別に状況把握でき

ている。 

 実施した卒業生アンケートについては、今後意見や評価を分析し、教育改善に活かして

いただきたい。 

 今後は、教育内容に社会人の学び直しやそれを支援する体制について検討を進めていた

だきたい。 

 

 

■基準５  学生支援                          評価 ４ 

 

 担任と就職センターが連携して、計画的に十分な就職指導ができている。 

 学生サポート室を設置し、相談員、看護師、カウンセラーと担任が連携して学生の各種

相談に応じており、継続した取り組みをお願いしたい。 

 学生への就学金制度や学費の分割制度等、学生を経済的に支援する制度が十分に整備さ

れている。 
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 学校行事、クラブ活動やボランティア活動等が多岐にわたって行われ、学生らしく生活

できる環境が整っている。 

 学生寮を完備するなど、学生に対する生活環境の支援が適切に行われている。 

 保護者との連携については、必要に応じて担任から電話や家庭訪問等により報告や相談

を行い、改善に向けた対応をしている。 

 卒業生の支援体制として、ホームページを通した各種情報を提供する仕組みについて検

討している。今後は、卒業生アンケートで得られた要望や意見なども支援を検討する際

に活かしていただきたい。 

 教育環境については、学生全員へのｉＰａｄの配布やｅラーニングの導入運用等、学習

支援環境を常に改善しており、今後も継続していただきたい。 

 高校生向けには模擬授業や情報処理対策講座、高校教員にはＩＴ研修会を行っており、

高校との連携について、今後もより積極的な取り組みを期待します。 

 

 

■基準６  教育環境                           評価 ４ 

 

 教育設備について、教育上の必要性に対応した導入をしており、学習支援環境の整備に

も力を入れている。 

 インターンシップについては、規程に基づき学生の希望に応じて実施している。カリキ

ュラムに組み込んだ組織的な取り組みについては、今後検討していただきたい。 

 メディアセンターの利用や eラーニングを活用することで、学生の復習・自習ができる

環境が整備されている。 

 防災及び防犯マニュアル等により体制が整備されている。また、防災・地震に対する訓

練は適切に実施されており、今後も継続していただきたい。 

 

 

■基準７  学生の受け入れ募集                      評価 ４ 

 

 学生募集広報活動は適正に行われており、教育成果も正確に伝えられている。今後も適

正な広報活動を行うことを心掛けていただきたい。 

 春のオープンキャンパスにおいて、高校のキャリア教育に連動した「お仕事体験フェス

タ」は満足度も高いとのことで、今後も入学希望者に対して適切な情報提供を継続して

いただきたい。 

 学納金は、関係部門で検討した後、評議員会に諮り、理事会において決定しており、学

費の水準及び決定過程ともに妥当であると考えます。 
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■基準８  財務                            評価 ４ 

  

 学校の財務状況及び会計監査は適正なものであり、今後も財務基盤の安定のために、少

子化の時代を見据え、支出の見直しによる経費削減、メリハリのある予算編成・執行等

を継続していただきたい。 

 財務状況はホームページ上で公開されており、情報公開の体制整備ができている。 

 

 

■基準９  法令等の遵守                        評価 ４ 

  

 法令や設置基準の遵守ならびに個人情報の取り扱いについては、適正に周知・遵守が行

われており、今後もより一層対策を強化していただきたい。 

 個人情報の保護については、規則や基準を定め、教職員へ周知し、遵守している。 

 自己評価については、問題点を明らかにし、対策および改善策を実施するなど適正に行

われている。 

 自己評価の結果についても適切に公開されている。 

 

 

■基準１０  社会貢献・地域貢献                    評価 ４ 

   

 社会貢献や地域貢献という面では、高校生へ模擬授業、各種講座を実施し、また高校

の教員や求職者支援訓練等を利用している社会人に対しても、ＩＴの活用方法につい

ての研修を実施している。 

 ボランティア活動は、選択科目として履修認定されるなど、学校として積極的に取り

組んでいる。 

 公共職業訓練の受託は、地域の求職者の再就職に貢献しており、今後も継続していた

だきたい。 

 専門学校における社会貢献・地域貢献として、地域に対する人材供給という視点が重

要です。卒業生がどのような地域へ就職し、活動しているかという情報を整備してい

くことを望みます。 

 

 

■基準１１  国際交流                          評価 ４ 

 

 姉妹校の仙台国際日本語学校と連携し、学校説明会の参加者、入学者数は過去最高とな

った。今後も、多くの留学生を受け入れることを期待します。 



 

 

7 

 

 留学生の受け入れや在籍管理等について、適切に管理ができている学校として入国管理

局から認定されている。今後も欠席や退学を防止するためにも、こまめな連絡・指導を

維持していただきたい。 

 資格取得に力を入れており、表彰する催しを行うなど、学生のモチベーションを向上さ

せる工夫がされている。 

 学内の国際教育センターと学科担任が連携し、就職支援体制は整っている。その結果、

多くの留学生が日本国内での就職を実現させている。 

 姉妹校の仙台国際日本語学校の学生を受け入れることも国際交流と言えるが、母国から

直接、東北電子専門学校に受け入れていくことも今後必要になるのではないかと思いま

す。 

 留学生について日本国内の就職を前提としているが、国際的な視野に立ってみると、本

人が母国へ戻って活躍することも重要だと考えます。 

以上 
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